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本事例における留意点

子法人株式を100％保有していない場合であっても完全支配関係がある場合には、その子法

人との合併は完全支配関係がある場合の適格要件により判定する。

事 例

当社は製造業を主たる事業とする法人であり、子会社であるＡ社（当社の出資割合97％）

を吸収合併し、事業の効率化を図ることとしました。

ところで、Ａ社は十数年前に当社の100％出資により設立された会社ですが、その後Ａ社の

役員にストックオプションを付与したため、そのストックオプションの行使により、Ａ社の発

行済株式の３％はそれらの役員が保有しております。

したがって、Ａ社の株主である役員には、合併比率に応じた当社株式を交付することとして

おりますが、この合併の税制適格要件を判定する場合には、当社がＡ社の発行済株式の97％

を保有していることから、50％超の保有関係で判定するということでよろしいでしょうか。

【取引の概要図】
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本事例における法令等の検討

１ 平成13年度税制改正による組織再編

税制の創設

平成13年度税制改正により、組織再編

税制が創設され、合併については被合併法

人の資産及び負債のすべてが合併法人に移

転することから、税制上、移転する資産及

び負債について簿価引継ぎとされる適格合

併と時価譲渡とされる非適格合併に区分さ

れました。

また、適格合併を含む適格組織再編成に

ついて、企業グループ内の組織再編成と共

同事業を営むための組織再編成により適格

要件に違いがありました。

これらの組織再編税制の導入時の企業グ

ループ内の組織再編成について、「平成13

年版改正税法のすべて」（㈶大蔵財務協

会：136項以下）を抜粋いたします。

適格組織再編成とは、企業グループ

内の組織再編成と共同事業を営むため

の組織再編成とされています。

企業グループ内の組織再編成とは、

100％の持分関係にある法人間で行う

組織再編成と、50％超100％未満の

持分関係にある法人間で行う組織再編

成のうち一定の要件に該当するものと

されています。移転資産等の譲渡損益

の計上を繰り延べる企業グループ内の

組織再編成とは、本来、完全に一体と

考えられる持分割合が100％の法人間

で行うものとすべきであると考えられ

ますが、現に企業グループとして一体

的な経営が行われている単位という点

を考慮すれば、50％超100％未満の

持分関係にある法人間で行う組織再編

成についても、移転する事業に係る主

要な資産及び負債を移転していること

等の一定の要件を付加することにより、

これに含めることもできると考えられ

ることから、50％超100％未満の持

分関係にある法人間で行う組織再編成

についてもこの企業グループ内の組織

再編成に含めるものとされています。

また、100％の持分関係のある親会社と

子会社との適格合併に関係する平成13年

度税制改正後の法令を参考までに抜粋しま

す。

【平成13年４月１日現在】

法人税法第２条十二の 適格合併

次のいずれかに該当する合併で被合

併法人の株主等に合併法人の株式

（出資を含む。）以外の資産（当該株

主等に対する利益の配当又は剰余金

の分配（出資に係るものに限る。）

として交付される金銭その他の資産

を除く。）が交付されないものをい

う。

イ その合併に係る被合併法人と合

併法人（当該合併が法人を設立す

る合併（以下この号において「新

設合併」という。）である場合に

あっては、当該被合併法人と他の

被合併法人）との間にいずれか一

方の法人が他方の法人の発行済株

式又は出資（第十二号の十五まで

において「発行済株式等」とい

Ⅰ

国 税 速 報平成24年４月16日 第6211号 第３種郵便物認可(6 )



う。）の全部を直接又は間接に保

有する関係その他の政令で定める

関係がある場合の当該合併

法人税法施行令第４条の２ 法第２条

第十二号の イ（適格合併の意義）

に規定する政令で定める関係は、次

に掲げるいずれかの関係とする。

一 合併に係る被合併法人と合併法

人（当該合併が法人を設立する合

併（次項及び第３項において「新

設合併」という。）である場合に

あっては、当該被合併法人と他の

被合併法人）との間にいずれか一

方の法人が他方の法人の発行済株

式等（法第２条第十二号の イに

規定する発行済株式等をいう。）

の全部を直接又は間接に保有する

関係がある場合における当該関係

（次号に掲げる関係に該当するも

のを除く。）

２ 平成22年度税制改正による完全支配

関係の定義

平成22年度税制改正により、50％超の

持分関係である支配関係と100％の持分関

係である完全支配関係の定義がされました。

そして、完全支配関係について、税制改

正前の連結完全支配関係の定義と同様に、

従業員持株会が所有する株式及びストック

オプションにより取得された株式のうち一

定のものについては、発行済株式等の総数

から除いて保有割合を計算することとされ

ました（法令４の２②一・二)。

したがって、これらの株式の発行済株式

の総数に占める割合が５％未満であるとき

には、完全支配関係があるものとされます。

また、完全支配関係のある親会社と子会

社との適格合併に関係する法令を参考まで

に抜粋します。

法人税法第２条十二の 適格合併

次のいずれかに該当する合併で被合

併法人の株主等に合併法人株式（合

併法人の株式又は出資をいう。）又

は合併親法人株式（合併法人との間

に当該合併法人の発行済株式等の全

部を保有する関係として政令で定め

る関係がある法人の株式又は出資を

いう。）のいずれか一方の株式又は

出資以外の資産（当該株主等に対す

る剰余金の配当等（株式又は出資に

係る剰余金の配当、利益の配当又は

剰余金の分配をいう。）として交付

される金銭その他の資産及び合併に

反対する当該株主等に対するその買

取請求に基づく対価として交付され

る金銭その他の資産を除く。）が交

付されないものをいう。

イ その合併に係る被合併法人と合

併法人（当該合併が法人を設立す

る合併（以下この号において「新

設合併」という。）である場合に

あっては、当該被合併法人と他の

被合併法人）との間にいずれか一

方の法人による完全支配関係その

他の政令で定める関係がある場合

の当該合併
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法人税法施行令第４条の３

２ 法第２条第十二号の イに規定す

る政令で定める関係は、次に掲げる

いずれかの関係とする。

一 合併に係る被合併法人と合併法

人（当該合併が法人を設立する合

併（次項及び第４項において「新

設合併」という。）である場合に

あっては、当該被合併法人と他の

被合併法人。以下この項において

同じ。）との間にいずれか一方の

法人による完全支配関係（当該合

併が被合併法人の株主等に合併法

人の株式その他の資産が交付され

ない合併（以下第４項までにおい

て「無対価合併」という。）であ

る場合にあっては、合併法人が被

合併法人の発行済株式等の全部を

保有する関係に限る。）がある場

合における当該完全支配関係

本事例における取扱いの検討

１ 貴社とＡ社との間には完全支配関係

があるか

貴社は、Ａ社の発行済株式総数の97％

を保有しており、残りの３％はＡ社の役員

がストックオプションにより取得している

とのことですから、上記Ⅰ２のとおり、貴

社とＡ社の間には完全支配関係があること

になります。

２ 無対価合併に該当するか

貴社とＡ社の合併において、被合併法人

であるＡ社の株主であるＡ社役員に合併法

人である貴社株式の交付をすることから、

本事例の合併は無対価合併には該当しませ

ん。

仮に無対価合併に該当する場合には、

「合併法人が被合併法人の発行済株式等の

全部を保有する関係に限る。」と規定され

ており、貴社はＡ社の発行済株式等の全部

を保有していないことから、法人税法第２

条十二の イに規定する「完全支配関係そ

の他の政令で定める関係がある場合」の適

格合併に該当しないことになります。

３ 適格合併に該当するか

貴社とＡ社の間には完全支配関係があり、

本事例が無対価合併に該当しないことから、

税制上の適格合併に該当するかどうかの要

件は、本事例の合併においては、被合併法

人であるＡ社の株主に貴社株式以外の資産

等が交付されるかどうかにより判定するこ

ととなりますが、Ａ社の株主に貴社株式以

外の資産等が交付されないことから、税制

上の適格合併に該当することとなります。

平成22年度税制改正前に本事例の合

併が行われた場合には、50％超の保有

関係で判定することとなります。

（了)
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